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社団法人日本船主協会殿

國土交通省海事局

「海運関係分野の規制緩和の一層の推進についてのお願い」

（平成15年9月30日）への対応について

　平成15年9月30日に貴協会より国土交通大臣宛て提出されたr海運分野の規制

緩和の一層の推進についてのお願い」について、海事局において検討を行ったところ、

海事局が所管する要望項目について別紙のとおり措置を行うこととした。
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別紙1
1．必要な制度改正を行うもの（既に行ったものを含む）（15項目）

番号 項目 対応方針 措置内容 担当課等

1．①
港湾関係諸税（とん税、特別とん税、船舶固定資産税〉ならびに諸料金（入港料等）の適正化 税制改正関係事項については、例年行っている税制改正要望検討作業の中で、今後とも連携を図りつつ検討。また、これに向け引き続き幅広く情報、意見交換。なお、水先料金については、引き続き、料金のベースとなるきょう導距離等の再検証を進め、平成15年度内に必要な見慮しを行う。

平
成
1
5
年
度
中
に
省
令
の
改
正
を
行
う
。

大臣官房参事官（海事担当）、海技資格課

1．③
港湾運送事業の更なる規制緩和 平成16年度中に法案を国会に提出する。

港運課

2 船員保険の被保険者資格の見直し

で
き
る
限
り
速
や
か
に
措
置
を
講
ず
る
，

船員政策課

3
船
員
職
業
紹
介
事
業
等
の
許
可

で
き
る
限
り
速
や
か
に
措
置
を
講
ず
る
。

船員政策課

9 船舶に備え付ける医薬品等の晃直し

要
望
の
詳
細
を
確
認
し
た
う
え
で
、
平
成
喉
5
年
度
中
に
検
討
し
て
、
一
定
の
結
論
を
得
る
。

船
員
労
働
環
境
課

10 灌入れ契約の公認手続きの見直し E－MAILを用いた手続きについて、必要な省令改正を行った。なお、船長以外の者でも、船長の委任があれぱ手続は可能。 改正省令を斜月5日に公布・施行した。

船
員
労
働
環
境
課

11 船員個票の廃止

改
正
船
員
職
業
安
定
法
の
施
行
に
合
わ
せ
て
通
達
の
改
正
を
行
う
。

船員政策課

13 船舶衛生麿理者適任証の発給手続きの見直し
r住所地を管轄する地方運輸局』ではなく、r最寄の地方運輸局」を経由して申講できるように措置する予定。

平
成
1
5
年
度
中
に
省
令
の
改
正
を
行
う
。

船
員
労
働
環
境
課

14 海外駐在員に対する海技免状更新手続きの見直し 外国の医療機関による身体検査証明については、当該医師の資格保有に係る確認方法の検討を行った上で、改善策を措置する予定。

平
成
1
5
年
度
中
に
通
達
を
発
出
す
る
。

海技資格課



海技試験制度の見直し

平
成
1
5
年
度
中
に
告
示
の
改
正
を
行
う
。

海技資格課

21 『限定近海船』の船員配乗要件の早期翼体化 内航船乗組み制度検討会の結論を踏まえ、所要の措置を講ずる予定。 改正船員法の施行に合わせて所要の政令改正等を行う。

海技資格課

25①
日
本
籍
船
の
登
記
登
録
の
一
元
化

事務の一元化までの間、国民の負担をできる限り軽減するための制度として、船舶登録事項と一致している船舶登記の表題部に関する事項について管海宮庁に変更登録の申請があった場合に、管海官庁から嘱託による変更登記の制度（礪託制度）の創設を検討中。 平成15年度中に、法務省と調整の上、必要な措置を講ずる。

検糞測度課

25② 船舶原簿と船舶登記簿の変更手続きの一元化

26
船
舶
の
建
造
許
可
に
当
た
っ
て
の
手
続
き
の
一
層
の
簡
素
化

船舶建造許可申請手続きの簡素化を行う。なお、OECD造船協定発効後、臨時船舶建造調整法の改廃を含む建造許可制度の抜本的見直しを行う予定。

平
成
1
5
年
度
中
に
通
達
の
改
正
を
行
う
。

造船課

25③

国
際
船
舶
を
海
外
譲
渡
す
る
際
に
提
出
す
る
書
類
の
見
直
し

国際船舶の譲渡届出の際に提出された譲渡契約書を登録抹消を行う管海富庁に送付することにより、登録抹消の際の譲渡契約書の提出を不要とする方向で検討中。

平
成
1
5
年
度
中
に
通
達
の
改
正
を
行
う
。

検
査
測
度
課
、
外
航
課



別紙2
2，引き続き検討を要するもの（1項目）

番号 項困 対応方針 担当課等

27 船舶運航事業者の提出す 各種手続きに係る電子化・ワンストップ化の利用状況、各 外航課、海事産業

る報告書・届出等の廃止 省庁間における情報の共有の実行可能性等について、検 課

を含む抜本的見直し（他省 討・調整し、結論を得た上で、適正に対応する予定。

庁へ提出するデータの活
用）



別紙3
3，制度改正すべきでないもの（2項目）

番号 項　　目 備　　考 担当部局

15 船員手帳の健康診断における指定医制度の廃止
現状では全ての医療機関が船員の労働実態や生活環境を十分に理解した上で船内労働に適するかを判断することは困難。このため、指定医制度は維持する必要がある。現在、指定医を拡大するための取組を行っているところであり、具体的な地域に関する船社側の要望を聞く等により指定医の確保に向け適切に対応していきたい。

船員労働環境課

17
就
業
規
則
上
の
定
員
記
載
の
廃
止

就業規則への定員の記載については、船舶所有者による労働時間規制の遵守等船員の所要の労働条件を十分担保するだけの体制を保持しているかを確認するために必要。 船員労働環境課



別紙4
4．その他（5項目）

番号 項　　霞 備　　考 担当部局

1　12
外
国
人
船
員
に
対
す
る
船
舶
衛
生
管
理
者
資
格
の
付
与
及
び
認
定

船員法上園籍要件は定めていないため、現行でも外国人船員による資格取得が可能。

船員労働環境課

16
欠
員
届
・
欠
員
補
充
鵬
の
見
直
し

船舶所有者がオンライン申請手続を行う際に外国から申込みをする場合は、8桁の番号（000－0000）を入力することにより、オンライン申講システム（電子署名が必要な手続を除く。）を利嗣することができる。 総合政策局情報籔理部情報企画課、船員労働環境課

18
放
射
線
業
務
従
事
者
に
か
か
る
健
康
診
断
結
果
の
報
告
の
廃
止

健康診断結果報告書については必ずしも船員労務官の監査対象とはなっておらず、手続きの重複にはなっていない。 船員労働環境課

19
海
技
免
状
記
載
事
項
の
見
直
し

更新された海技免状は更新前の海技免状の有効期間を継承しており、条約で定める5年の有効期間を超えるものではないことを外国当局に説明して了解されているところであり、外国のPSCによる指摘に対しては適切に対応可能。

海技資格課

32 国内海上輸送船舶の使用する燃料油に関わる特例措置の導入 税制改正関係事項については、例無行っている税制改正要望検討作業の中で、今後とも連携を図りつつ検討。 大臣官房参事宮（海事局担当）



（参考）

なお、海事局が所管する要望項目以外の項目のうち、国土交通省内の他局等が所管する
項目についての検討状況は以下のとおりとなっている。

1．引き続き検討を要するもの

番号 項目 対応方針 担当課等

｛④ 港湾・輸出入手続き等の一暦の簡素化

政
策
統
括
官
付
政
策
調
整
官
付
港
湾
局
環
境
・
技
術
課
、
管
理
課
海
上
保
安
庁
交
通
部
安
全
課

6 瀬戸内海における危険物積載船を除く巨大船への航行制限の緩和 備讃瀬戸東、同北、同南及び水島航路等における巨大船に対する夜間航行制限の緩稲の可能性について、学識経験者、海事関係者、漁業関係者等を交えた検討会が開催されているところであり、その結論を踏まえて対応する予定。 海上保安庁交通部安全課

28 労働統計調査の統合
船員統計と船員労働統計は、申告者名・住所・事業種類及び用途（細分類こそ違うものの内容は同じ）等において調査項目が重複しているのも事実であるため、申告義務者への負担軽減が図られるよう検討を行う。 情報管理部交通調査統計課

30
内
航
輸
送
用
ト
レ
ー
ラ
ー
・
シ
ャ
ー
シ
の
車
検
制
度
の
緩
和

自動車交通局技術安全部技術企画課

2．その他

番号 項　　目 備　　考 担当部局

1．①入港料等の適正化 港湾局管理課

1．②
外貿埠頭公社の埠頭等貸付料の適正化

港湾局管理課


